4月23日厚生労働委員会　ＴＶから記録要旨　（まだ完成版ではないので　内内でお願いします）
議長　　自民党・改革クラブの欠席がえられないので会議を始めます。
長妻厚生労働大臣　　労働者派遣事業の適正な確保についての提案理由の説明
行き過ぎた規制緩和で、日雇いはけん、派遣切りなど、常時雇用する労働者でない方の

製造業派遣、登録型派遣の禁止をする。

法律案の、１、常用時雇用すると労働者ではない専門26業務を除いて派遣をしてはいけない

　　　　　　　２、日々、2ヶ月未満の労働者について、適正な管理が必要でない労働者の以外の禁止

　　　　　　　３、マージン率の公開

　　　　　　　４、違法で受け入れたもの、偽装請負、当該行為を行った場合、派遣先が雇用をみなす

　　　　　　　５．施行期間について
別の事案について、議論
阿部智子（社民）　説明があったが、このほか名称を変えましたと、このほかといったが、明らかに
派遣業にたいするものではなく、労働者保護の観点で法律を代えたものと思ってよいのでしょうか

長妻　保護という名称をいれたということは、保護が目的です

阿部　3党は、働く人の問題に着眼して始まった。今回の改正は、第1歩。

　　　　今回、到達できないものもあるが、目的を明示したことを評価したい。残されたもの

　　　　常用雇用の派遣労働者であれば、行とされている。常時雇用されている派遣労働者の実態について政府は、どのようなデーターを持っているのか。　派遣先が切られているとき、次の仕事までの

　　　　給料はどうなっているのか、雇用調整助成金、実績はどうなっているのか

　　　　　

長妻大臣　常用派遣の賃金　Ｈ１７年調査、派遣元と常用雇用の労働者で、５４．９％が別の派遣先を見つけて雇用が続いた、２３．２％は、一定の期間を老いて仕事を見つけてもらった

　　　　半分は、休業手当を派遣元からもらっていた。その他の半分は、休業手当がないので、

細川律夫副大臣　　雇用調整助成金について、リーマンショク以来、利用されてきた。派遣の場合、

　　　支給対象になった派遣労働者数、本年2月　6000人　延べ14万人

阿部　Ｈ17年の調査で、今回、もう一度実態調査して欲しい。仕事が見つからなくて困る。

　　　　常用雇用で派遣先で仕事が終わって、派遣もとも切られることがないのか。

長妻　登録型派遣の原則禁止、常時の雇用で雇われている方が、休業手当が出るかいなか

　　　　再度調査して公表したい　派遣切りあった労働者に対して、派遣先の義務として新たな就業の確保をしなければいけないという条文を入れさせてもらった。
阿部　派遣先の契約が終わって、派遣元も切られるものがあるのではないか

　　　Ｈ２０年、雇用形態別の中途解除の実態、38888人　常用型が、・・・・
　　　常用型でも、無期の人と、有期の常用が派遣切りの対象になっている。
　　　この資料について、色々検討が必要。常用雇用なのに、有期の場合、その点問題　のこしている

長妻　有期で切れた労働者、派遣元でどうなるかという質問

　　　18666人が離職している。常用型で有期の方で、派遣契約終わってしまい雇用が不安定になっています。今回の法案では、派遣先の都合で派遣を切った場合は、情報提供の義務を課す。

　　

阿部　

初鹿（民主）　政権交代を果たすことあった。年金など問題があった。その中でもリーマンショック、その年末派遣切り、日比谷の派遣村に怒り、それが今回の法律になった。今まで、日本は安定した仕事をして幸せな家庭が作れる。ところがバブル崩壊以降、今のようになったことを忘れてはいけない。
　　　　公設の派遣村ができた。入所者の人と話した、30代の派遣切り、金のない160円
　　　　（50代の男性の実態を・・・・・家がなくなるから仕事につけない・・・・・・略）自己責任ではない。
　　　　労使相反する考え方をギリギリの中で合意したものを評価する、

新聞記事、厳しい　朝日4月22日　派遣法改正　意義があるという記事。説明足りないのではないか。

ここで、問題とされている、専門26業務の例外にされている問題。現在とそぐわないものまで専門に

入っている、それがいいのか、その一方で、介護とか看護が専門に入っていない。

長妻　専門26業務を予想おっているものについて、指導監督している、その中身について見直し検討必要だと思っている。何れかの時期に、労働政策審議会で、26業務について見直しが必要かいなか

　　　　検討が必要。

初鹿（民主）　3年以内、3年目に施行されるときは、見直しされているようにしていただきた。

長妻　成立をいただいた場合は、6ヶ月以内に禁止される詳細な、省令、政令の実施の労働政策審議会の議論をして3年以内に実施したい。

初鹿（民主）　　製造業派遣　常用雇用の例外について、先ほどの質問、常時雇用されるものの、日々でも、日々更新し1年以上、日々雇用でも常時になるという定義、この定義は不安定見直すべきではないか

長妻　常時雇用の定義の話、取り扱い要領について、日々だけども、1年を越える、現実的に即したものか私も考えているところ、原則禁止される、業務取り扱い要綱を見直します。
初鹿（民主）　派遣契約切られた場合、契約更新される回数を明記するなど、明確にするべきと思うが、1年を越えて引き続き雇用されるもの、契約書等に、更新回数を明示することが必要、派遣元指示、大臣告示をしたい。1年以上あっても契約切れて雇い止めされるケースはどうなるのか

細川　1年以上の雇用見込みがあったのに、雇い止めされた場合は違反にならない。

　　　　労働契約法、有期の契約を中途解除はやむをえない理由なのかどうか、判断する。損害賠償など

　　　発生する。労働契約法で守られる。ので途中で切られる心配ないだろう

初鹿（民主）　規制が強くなると、中小企業にとって、派遣は便利で効率よかった、人材確保できなくなること

　　　　どのように考えているのか

細川　そういう懸念もある。常時雇用をしていただいて、需要を安定していただく。直接雇用していただくような紹介業で満たしていく、3年間の猶予期間で、中小企業が困らないように考えている

藤田一枝（民主）一枝（民主）一枝（民主）　制定されたのは1985年に制定され、規制緩和、当初の常用代替の禁止などのものが変わってきた。労働者の保護について、高く評価する。公労使の合意、厳しい、まだ問題が残っているという認識でよいのか。

長妻　専門性26業務について、今後とも見直し必要。

藤田一枝（民主））　常時雇用の定義について、分かりにくい　登録型、製造業派遣について、常時除いて、ということで

　　　　わかりずらい、常用というと、期間の定めのない雇用と思う。常用有期雇用などというのはありえない。業務取扱い項目、厳格に代えてもらいたい。

　　　専門26業種の問題　審議会に諮問させる、偽装の大きなもの、正社員の代　見直し

　　　日雇い派遣のポジティブリスト化、専門26業務の18業務の例外規定、これも登録派遣と同じ問題

　　　抜け道、厳格に運用、ポジティブリストかも6ヶ月以内に、抜け道になっている。　

　　　受付、案内なども入っている。ポジティブリスト厳格に見ていかないといけない

細川　厳格にやっていかなくてはならない　専門性が合って、問題がない。26業務のうち、今後、労働政策審議会で抜け道ないよう、厳密にきめて行きたい。

藤田一枝（民主）　新聞記事のように、抜け穴だらけにならないように、しっかりつめていただきたい

　　　　違法派遣について、適正化プラン出されて、指導・勧告だされている。

　　　　違法派遣の認識、故意はなく、かしつという認識について、そう対処

細川　みなし規定　違法をしていたから、もう、そこで派遣が終わりというような形になってはいけない

　　　　違法派遣していたところ、派遣先雇用みなしを入れた、派遣先企業が知らなかったということで

　　　　攻めが守られるのではおかしいということになる。

　　　知らなかったことで、過失がないという要件にいれている。派遣先の証明が必要。
　　　ただ、まったく知らなくて、かしつがなくても、みなし規定をいれることは規制が低い・

藤田一枝（民主）　知らないことに過失ないのは、使用者側が立証できなければいけない
　　　　みなし規定の状態、列挙された行為だけではない、派遣先に対しても必要ではないか

　　　　派遣元に指導監督されてきた。派遣先への指導　どのようにするのか

細川　知らなかった過失の件、説明　騙されたというような場合以外、みなし規定適用される

　　　　違法派遣が繰り返される、派遣先には指導、助言、勧告、悪質なところには、指導、助言せずにも

　　　　勧告、企業名公開する。

藤田一枝（民主）　有期雇用派遣労働者の無期契約への正規への転換は、難しい。一度、派遣になると、正社員になれる、履歴書段階で落とされていて採用にいかない。具体的就労支援策。従来のものも必要だが安定的な就労支援策をしていただきたい

長妻　今の指摘は、重要であり、無期が望ましい、。派遣元、派遣先に無期雇用、支援策考えたい

期間の定めのない労働者の無期への転換努力義務、紹介予定派遣への転換

奨励金を支払う制度、

藤田一枝（民主）　就労支援策、重要なので強化してもらいたい

派遣先の使用者責任、免れない、派遣先の労働安全、セクハラ防止義務なども求められている

　　　派遣先使用者責任強化してもらいたい、整備していただきたい。

細川　派遣先の責任については、たいへん重要な点、審議会でも検討していただいたが、結論がでずに

先されたたとえば、団交応諾義務、派遣先の問題、さらに検討していく、審議会で附則の見直しやってもら

う。団交応諾義務について、是非、取り組んでもらいたい

藤田一枝（民主）　均等待遇原則がやはり必要、。派遣法もパート法、どうようにならなければならないのでは　ＥＵ　均等待遇指令をしている。　大臣の前向きの答弁を

長妻　同じ仕事をしているのにも、かかわらず、派遣先の労働者より低い、同じ業務についていれば

　　均衡を考慮して待遇の確保。まずは、こういう措置で、バランスを欠くような待遇されないようにしたい。

藤田一枝（民主）　均衡と均等は、やはりちがう。厚生労働省は、物差しないというが、もう、ものさし作りが必要

国連の女性差別撤廃委員会や、ＩＬＯからも勧告が出ている、野党のときもでている・。政権交代した

民主党のマニュフェストでも歌っているので、目標に向かってスタート切って生きたい

長妻　均衡確保の実施状況見て、課題としてもち続けること必要と思う。

藤田一枝（民主）　ワークライフバランスの観点でもこの点は、重要だ。

　　　　非正規雇用の増大、派遣法の問題だけで、有期雇用契約のありかた、かなり問題になる。

　　　　有期雇用研究会の問題、派遣だけでないので、有期契約の検討も必要、

細川　有期契約について、重要な問題で、厚生労働省の中に、研究会設置して、中間報告もしたところ

　　　　有期契約どうするのか、しっかり取り組んで行きたい。

散会　　　

　　　

　

 　
　　　

　

